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ＩＣＴ地域振興タスクフォース 

 

目指す姿 

ＩＣＴ利活用による地域振興に資する 

新たなビジネスモデルの構築 

 ＩＣＴ産業の育成・強化 

ＩＣＴ利活用の促進 

＜平成２７年度 取組状況・主な成果＞ 

項 目 取組事業【連携部】 取組状況 及び 主な成果 

Ｉ

Ｃ

Ｔ

産

業

の

育

成

・

強

化

 

Ｉ Ｃ Ｔ 産 業 の 

集積 

住みよい信州×わーく

２ 

プロジェクト 

【企画振興部、産業労働部】 

塩尻市、富士見町、王滝村において、バーチャルオフィスと生活直結サ

ービスを共同利用するテレワークの仕組みの構築と普及展開 

★のべ３６人のテレワーカー誘致、推進協議会の設置（H28.2.18） 

県内ＩＣＴ産業

の育成 

未来のクリエイティブ人材育成プロジ

ェクト 

【企画振興部、教育委員会】 

子どもたちがＩＣＴ利活用の素養と感性を身につけることができる体験

イベント等を実施 

★信州大学、諏訪東京理科大学、長野大学、信学会（H27.12～H28.3） 

信州未来アプリコンテスト０（ゼロ） 

【企画振興部、教育委員会】 

 未来を担うＩＣＴ人材の育成支援 

★平成 27年 12 月 22 日（火）発表会実施 

応募 15 点（高校４点、大学・一般 11 点）、起業家甲子園出場 

まちなか・おためしラボ 

【産業労働部、企画振興部】 

 ＩＴ移住希望者にコワーキングスペースを無料提供 

★５組 15名の募集に対し、16 組 31 名の応募、８組 14 名を選定 

本社機能移転：３社、住居移転：８人 

Ｉ

Ｃ

Ｔ

利

活

用

の

促

進

 

新たな商品・サー

ビス提供による

産業振興 

山岳遭難防止対策モデルの事業化検討

【企画振興部、危機管理部、観光部、 

県警本部】 

H26 実証実験を活かした山岳遭難防止対策モデルの事業化検討 

★事業化プロジェクト推進協議会（県・市町村・山小屋・事業者・大学等） 

モバイル決済導入セミナー 

【産業労働部、観光部】 

クレジット決済が簡易に導入できるモバイル決済のセミナーを市町村・

商工団体と連携して開催 

★H27 年度７回開催、145 名参加 

地域・県民の利便

性向上 

Wi-Fi 環境の整備促進 

【企画振興部、観光部】 

外国人観光客誘客のための集中的な Wi-Fi 環境の整備支援 

★公共的観光施設 11 箇所、民間宿泊施設 388 箇所、交通要所８箇所 

 つながる NAGANO 連絡会議（行政、観光団体、交通・通信事業者等） 

 

企画振興部情報政策課 
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＜平成２８年度 取組予定＞ 

項 目 取組事業【連携部】 取組内容【予算額】 

Ｉ

Ｃ

Ｔ

産

業

の

育

成

・

強

化

 

Ｉ Ｃ Ｔ 産 業 の 

集積 

住みよい信州×わーく

２

プロジェクト 

【企画振興部、産業労働部】 

整備システムの利用促進、テレワーク希望者に対する広報活

動及び相談対応、推進協議会による普及啓発 

【ゼロ予算】 

県内ＩＣＴ産業

の育成 

未来のＩＣＴ人材 

育成支援 

【企画振興部、 

教育委員会】 

信州未来アプリコンテスト 学生及び若手ＩＣＴエンジニアを対象に、自作のアプリケー

ションやアイデアを競うコンテストの開催 

【798 千円】 

ＩＣＴ人材育成事業補助金 若年層（小学校高学年・中学生）を対象とした大学、学校法

人、民間事業者等が行うＩＣＴ人材育成事業（サマーキャンプ

等）に対して補助 

【2,560 千円】 

ときどき＆おためしナガノ 

【産業労働部、企画振興部】 

長野県で月１～２回仕事をする人及び４～５カ月生活・事業

を行う人に対して補助 

【9,908 千円】 

Ｉ

Ｃ

Ｔ

利

活

用

の

促

進

 

新たな商品・サー

ビス提供による

産業振興 

山岳遭難対策ＩＣＴ活用モデル 

【企画振興部、危機管理部、観光部、林務部】 

登山の安全対策を推進するため、登山者の位置情報を提供す

るシステムの整備支援 

【7,926 千円】 

モバイル決済導入セミナー 

【産業労働部、観光部】 

クレジット決済が簡易に導入できるモバイル決済のセミナー

を市町村・商工団体等と連携して開催 

【ゼロ予算】 

地域・県民の利便

性向上 

オープンデータの提供 

【企画振興部、全部局】 

オープンデータサイトにおける掲載データの拡充（防災・減

災、統計の分野）及びデータ品質の向上 

【ゼロ予算】 
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県産品県産品県産品県産品輸出促進タスクフォース輸出促進タスクフォース輸出促進タスクフォース輸出促進タスクフォース    

企画振興部、県民文化部、観光部、農政部、林務部、産業労働部 

 

１ 目指すべき姿 

  輸出促進ビジネスモデルの構築 ⇒ 意欲ある事業者が海外市場を獲得 

２ 平成 28 年度の主な取組  輸出品目と対象国を絞った攻めの輸出の実践！ 

（１）食 品 

 

 

 ①農産物（H25 輸出実績：１億２千万円 45 事業所） 

◎安定的で継続的な商業ベースの輸出拡大【農政部、産業労働部、観光部】 

・主な輸出先であるシンガポール、香港、台湾、タイにおいて、商談会・見本市への出展や

物産展の開催により販路を開拓（産地と海外のバイヤ－の「顔が見える」関係の構築） 

  

 

 

 

 

 

 

◎青果物の輸出環境の整備【農政部】 

 

 

②加工食品（H25 輸出実績：18 億 7 千万円、53事業所） 

◎輸出が一部の加工事業者のみのため、業界全体の機運を醸成【産業労働部、農政部、観光部】 

・主要輸出品の日本酒(2 億 3 千万円)や味噌(1億 3 千万円)を中心に、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを構築 

・日本酒・ワイン振興室（仮称）を産業労働部内に設置 

・日本酒 

佐久地域や諏訪地域などで小規模の酒蔵が集まって輸出に取組む動きがあることから、県

主催の商談会や海外での物産展・見本市への出展で意欲ある事業者を支援 

 新規事業「しあわせ信州日本酒研究プロジェクト実現化事業」を展開 

   ・ワイン 

「ＮＡＧＡＮＯ ＷＩＮＥ」ブランド発信事業（観光部）やワイン生産アカデミー事業（農

政部）に加え、新規事業として「地域ワイン分析ラボ整備事業」（産業労働部）を展開 

（２）工業製品（H25 輸出実績：1 兆 1千億円、369 事業所） 

自動車部品等 

 

  

H28.3 発足予定の「長寿世界一ＮＡＧＡＮＯの食」海外市場開拓支援ネットワーク会議（業界

団体、経済団体、ＪＥＴＲＯ、金融機関等で構成）を通した業界との情報の共有化や農産物と加

工食品が一体となった海外販路開拓の取組により、気運の醸成と輸出の促進を図る。 

香港・台湾：りんご 
生産者団体と連携した対象国・地域毎に異なる残留農薬基準や植物

検疫制度に対応した産地の育成 

メキシコ 

アメリカ 

カナダ 

ベトナム 

・関税はＥＰＡで撤廃済み。現地調達比率にＴＰＰ参加国からの輸入品が 

加算対象になることから、北米向け完成車に日本製部品の採用増を期待 

・H29 年 2 月メキシコの自動車部品商談会に県ブース出展 

諏訪市と合同現地実態調査実施（諏訪市長と市内企業が現地視察予定） 

完成車や自動運転技術などを除く 87.4%の関税即時撤廃を見据えた展開 

95.4%の関税即時撤廃を見据えた展開 

関税撤廃が発効４～11年目と時間を要することから状況を注視 

シンガポール 
・りんごのテストマーケティングで開拓した取引の拡大 

・多収米のテストマーケティングと生産振興の検討 

台 湾 

タ イ 

・加工食品と一体的な「長野フェア」開催を通じた農産物等輸出の拡大 

・H27 年度に発掘した有望バイヤーを産地招へいした商談会の開催 

香 港 ・バイヤーの招へいにより開拓した取引の拡大 
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【参考資料】 

                 

 

＜食品＞ 

○りんご 

国名 米国 カナダ 豪州 メキシコ マレーシア 

現行 

↓ 

交渉結果 

（無税） （無税） （無税） 

20％ 

[枠内(日本向け)：

10%、500 ﾄﾝ] 

↓ 

11 年目撤廃 

５％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

シンガポール チリ ペルー ＮＺ ベトナム ブルネイ 

（無税） 

６％ 

[2.625％] 

↓ 

即時撤廃 

９％ 

[6.75％] 

↓ 

６年目撤廃 

（無税） 

15％ 

[7.3％] 

↓ 

３年目撤廃 

（無税） 

 

○米（精米） 

国名 米国 カナダ 豪州 メキシコ マレーシア 

現行 

↓ 

交渉結果 

1.4 ｾﾝﾄ/㎏ 

↓ 

５年目撤廃 

（無税） （無税） 

20％ 

↓ 

10 年目撤廃 

40％ 

↓ 

11 年目撤廃 

シンガポール チリ ペルー ＮＺ ベトナム ブルネイ 

（無税） 

６％ 

↓ 

８年目撤廃 

０％＋従量税 

↓ 

従量税維持 

（無税） 

40％ 

[22.5％] 

↓ 

即時撤廃 

（無税） 

 

○日本酒 

国名 米国 カナダ 豪州 メキシコ マレーシア 

現行 

↓ 

交渉結果 

３ｾﾝﾄ/ﾘｯﾄﾙ 

↓ 

即時撤廃 

2.82～12.95 

ｾﾝﾄ/ﾘｯﾄﾙ 

↓ 

即時撤廃 

５％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

20％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

25.50 

ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷｯﾄﾞ

per100%vol./ﾘｯﾄﾙ  

↓ 

16 年目撤廃 

シンガポール チリ ペルー ＮＺ ベトナム ブルネイ 

（無税） 

６％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

９％ 

[無税] 

↓ 

６年目撤廃 

（無税） 

59％ 

[23.6％] 

↓ 

３年目撤廃 

（無税） 

 

○味噌 

国名 米国 カナダ 豪州 メキシコ マレーシア 

現行 

↓ 

交渉結果 

6.4％ 

↓ 

５年目撤廃 

9.5％ 

↓ 

即時撤廃 

（無税） 

20％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

５％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

シンガポール チリ ペルー ＮＺ ベトナム ブルネイ 

（無税） 

６％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

（無税） 

５％ 

↓ 

５年目撤廃 

20％ 

↓ 

５年目撤廃 

（無税） 

  

ＴＰＰ合意内容（関税撤廃） 

注：「現行」はＴＰＰ交渉のベースとなった H22.1.1 時点の税率。 

[ ]内は、ＥＰＡ税率。 
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＜工業製品＞  

○自動車部品（ＴＰＰ参加国に輸出している主な製品） 

 ・プレス部品（原動機） （HS ｺｰﾄﾞ 840991 ﾋﾟｽﾄﾝ式火花点火内燃機関に使用するもの） 

国名 米国 カナダ 豪州 メキシコ マレーシア 

現行 

↓ 

交渉結果 

０～2.5％ 

↓ 

即時撤廃 

０～６％ 

↓ 

即時撤廃 

０～５％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

０～５％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

０～30％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

11 年目撤廃 

シンガポール チリ ペルー ＮＺ ベトナム ブルネイ 

（無税） 

６％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

（無税） 

０～５％ 

↓ 

即時撤廃 

３～27％ 

↓ 

４年目撤廃 

８年目撤廃 

０～20％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

7 年目撤廃 

  

・制動機 （HS ｺｰﾄﾞ 870830  ﾌﾞﾚｰｷ及びｻｰﾎﾞﾌﾞﾚｰｷ等） 

国名 米国 カナダ 豪州 メキシコ マレーシア 

現行 

↓ 

交渉結果 

０～2.5％ 

↓ 

即時撤廃 

０～６％ 

↓ 

即時撤廃 

０～５％ 

[０～３％] 

↓ 

即時撤廃 

３年目撤廃 

０～５％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

５年目撤廃 

５～30％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

シンガポール チリ ペルー ＮＺ ベトナム ブルネイ 

（無税） 

６％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

（無税） 

０～５％ 

↓ 

即時撤廃 

３～27％ 

↓ 

６年目撤廃 

11 年目撤廃 

20％ 

[無税] 

↓ 

7 年目撤廃 

 

○医療用機械器具（ＴＰＰ参加国に輸出している主な製品） 

 ・眼科用医療機器 （HS ｺｰﾄﾞ 901850 眼科用その他機器）  

国名 米国 カナダ 豪州 メキシコ マレーシア 

現行 

↓ 

交渉結果 

（無税） （無税） （無税） 

５％ 

[無税] 

↓ 

５年目撤廃 

（無税） 

シンガポール チリ ペルー ＮＺ ベトナム ブルネイ 

（無税） 

６％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

（無税） （無税） （無税） （無税） 

 

 ・医療機器 （HS ｺｰﾄﾞ 901890 その他医療機器） 

国名 米国 カナダ 豪州 メキシコ マレーシア 

現行 

↓ 

交渉結果 

（無税） （無税） （無税） 

０～15％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

５年目撤廃 

10 年目撤廃 

（無税） 

シンガポール チリ ペルー ＮＺ ベトナム ブルネイ 

（無税） 

６％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

（無税） （無税） （無税） 

０～20％ 

[無税] 

↓ 

即時撤廃 

7 年目撤廃 
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＜食品＞ 

 事業者数 輸出額 
備   考 

農 産 物 ４５ １億２千万円 生産額（畜産除く） 約２，０１６億円 

 

りんご ４ １３百万円 

生産額 約２７３億円 

主な輸出国：台湾、香港、シンガポール 

米 ５ １２百万円 

生産額 約４９１億円 

主な輸出国：シンガポール、タイ、香港 

※事業者数・輸出額は、長野県農産物輸出事業者協議会のアンケート調査（H25） 

生産額は、「生産農業所得統計」（農林水産省） 

 

 事業者数 輸出額 備   考 

加工食品 ５３ １８億７千万円 

製造品出荷額 約６，２００億円 ０．３％ 

事業者数   約８００者 

 

日本酒 １７ ２億３千万円 

製造品出荷額 約１０２億円   ２．３％ 

酒造組合会員 ８２者 

主な輸出国：米国、香港、台湾、欧州 

味噌 ５ １億８千万円 

製造品出荷額 約５５２億円   ０．３％ 

味噌協同工業協同組合連合会会員 １３２者 

主な輸出国：米国、韓国、ベトナム、タイ 

※事業者数・輸出額は、輸出生産実態調査（H25）、製造品出荷額は、工業統計調査結果報告書（H25) 

※他の輸出品目：豆腐・油揚、調味料、パン・菓子、食酢、海藻加工、混成酒・蒸留酒など 

※輸出意向に関するアンケート調査（H27.9 調査対象 215 社 回答 98社） 

  輸出実績があり、拡大予定あり  52 社 

  輸出実績ないが輸出希望あり   18 社   合計 65 社（66％） 

 

＜工業製品（加工食品を除く）＞ 

 事業者数 輸出額 備   考 

全品目 ３６９ １兆１千億円 

製造品出荷額 約４兆３千億円 ２５．７％ 

加工食品含 ２２．５％（全国２３．９％） 

 

自動車 

部品等 

２８ ６２０億円 

製造品出荷額 約３，２８７億円 １８．９％ 

主な輸出国：米国、タイ、中国、欧州 

医療用 

機械器具 

７ ２９億７千万円 

製造品出荷額 約２６６億４千万円 １１．１％ 

主な輸出国：米国、欧州、韓国、中国 

※事業者数・輸出額は、輸出生産実態調査（H25）、製造品出荷額は、工業統計調査結果報告書（H25) 

※生産拠点の海外移転などが進んでいる。 

※ＴＰＰ協定活用セミナー参加者アンケート（H27.12 調査対象 19 社） 

  ＴＰＰ協定の影響  少しプラス  13 社、大きくプラス ５社、無回答 １社 

本県の輸出状況 


